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再々お問い合わせ 

 

 当団体は、貴機構に対し、２０１０年９月２８日付の申入書にて、貴機構の「機構団信

制度ご案内」に関し、保障期間中の住宅ローンの繰上返済・脱退の際に特約料が返還され

ないとの条項について、消費者契約法に反し不当として当該条項を修正・削除するなど対

応いただくよう申入れを行いました。 

 当団体は、貴機構から、２０１０年１０月１９日付の申入書に対する回答を受領いたし

ましたが、「特約料を含め機構団信制度の見直しを行い精算する制度に変更できないか、

関係先との協議・調整を行うなど検討を開始しています」とされた上で、「制度改定の時

期、内容等につきましては、成案の決定後改めてご連絡いたしますが、約２３０万人の加

入者のご理解をいただけるような制度内容として決定するまでの準備期間の確保、特約料

収納に関するシステム開発、団信事務を実施する全国の受託金融機関との調整等、準備に

時間を要する事情をご理解いただきたいと思います」とされていました。 

その後東日本大震災も発生し、２回の協議を経て、２０１３年４月１日、貴機構はＷｅ

ｂサイト上で「平成２５(２０１３)年７月１日以降に住宅ローンを繰上完済した場合等、

次のいずれかの事由により機構団信特約制度から脱退される場合、お支払済みの特約料の

うち、未経過の保障月数に相当するものとして機構が定める金額を返戻いたします。 



 

 

●住宅ローンを繰上完済した場合 

●死亡または高度障害状態になられた場合など、団信弁済事由が発生した場合 

●お客様からのお申出により機構団信特約制度を任意脱退された場合 

●債務から脱退され住宅ローン契約者でなくなった場合 」 

と、改善を発表されました。当団体にて、貴機構の改善内容を検討した結果、詳細が明ら

かになっていないものの、結論においては、当団体が問題視していた条項を変更する方針

が示されている、と判断いたしました。 

しかしながら、貴機構の発表された内容について、契約者利益の観点からお問い合わせ

したい内容が残っている、との結論に至りました。つきましては、貴機構に対し、下記の

とおり質問がございますので、本年５月３１日までに文書でご回答いただきますようお願

いいたします。 

なお、本再々お問い合わせは、消費者契約法第１２条に基づくものではなく、消費者団

体としての任意の質問です。 

 

記（質問事項） 

 

１．契約書（その附属書類を含む）もしくは貴機構Ｗｅｂサイト上等において、機構団信

特約制度における、繰上完済時の支払済み特約料からの払戻金額の具体的な計算方法

を、開示される予定はありますか。 

 

２．予定がある場合、いつから開示されますか。 

 

以上 


